


令和５年度に一般検査を行った有料老人ホームの８割の施設に対して改善報告を求
める結果となっています。

遵守しなければならない法令等を改めて確認してください。
・老人福祉法（昭和38年7月11日法律第133号）
・老人福祉法施行規則（昭和38年7月11日厚生省令第28号）
・青森市有料老人ホーム設置運営指導指針（平成24年4月1日）
・青森市有料老人ホーム設置運営指導要綱（平成24年4月1日）

指針、要綱については青森市ホームページへ掲載していますので、必ず確認し遵守
してください。



今年度の主な指摘事項についての説明です。

こちらは、本資料の目次です。見返す際の参考にご活用ください。



職員の配置についてです。

【非常に多く見受けられる事例】
訪問介護事業所従業者と有料老人ホームの職員を兼務している事業所において、夜
間、モーニングケア・イブニングケアの時間帯に、有料老人ホーム職員がいない時
間帯が生じています。
どの業務に従事する時間なのかという区分が分かりやすくなるように確認表を作成
したり、お使いの日課表で各業務ごとに色分けするなど工夫し、切れ間なく有料老
人ホームの職員を配置してください。

配置に当たって留意すること
・夜間、緊急時に対応できる職員数を確保すること。
・この場合の職員とは、有料老人ホーム職員として勤務している者であり、
同一人物であっても訪問介護事業所の訪問介護員としてサービス提供を
行っている時間帯は有料老人ホームの職員の配置には含めることができ
ないこと。

・介護保険サービスの業務を兼ねる場合それぞれの業務ごとに従事時間を
勤務表や日課表で明確に区別して管理すること。



日課表の作成例です。

訪問介護員として配置されている時間帯は、有料従事者の配置に含めることができ
ないため、ナースコールや緊急時の対応ができません。
よって、「有料配置状況」が「空」となっている時間帯は有料老人ホームの職員を
配置していないことになります。

緊急時に対応できる数の職員を常に配置してください。



身体的拘束等の適正化についてです。

身体的拘束等の適正化のための措置として、
①３か月に１回以上の身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会の
開催

②身体的拘束等の適正化のための指針の整備
③定期的な研修の実施

が義務付けられています。

また、R6.3.31まで努力義務とされている高齢者虐待防止対策とは目的等が異なり
ますので、委員会や研修を一体的に実施する場合であっても、それぞれの必要な内
容を満たすよう検討事項や記録の整備について注意が必要です。



身体的拘束は「当該入所者（利用者）又は他の入所者（利用者）等の生命又は身体
を保護するため緊急やむを得ない場合」には認められていますが、「切迫性」「非
代替性」「一時性」の三つの要件を満たし、かつ、それらの要件の確認等の手続き
が極めて慎重に実施されているケースに限られます。

身体拘束実施にあたっての三要件（切迫性、非代替性、一時性）については、要件
ごとに個別に検討する必要があります。「切迫性」の要件を満たしている場合で
あっても、身体拘束以外の代替手段がないか（「非代替性」）、身体拘束が一時的
なものであるか（「一時性」）について十分に検討する必要があります。

〇三要件
・「切迫性」 入所者本人又は他の入所者等の生命又は身体が危険にさらされる

可能性が著しく高いこと
・「非代替性」身体的拘束等の行動制限を行う以外に代替する介護方法がないこと
・「一時性」 身体的拘束その他の行動制限が一時的なものであること



運営懇談会の設置についてです。

【運営懇談会に報告すべき事項】
①入居者の状況
②サービス提供の状況
③管理費や食費その他の入居者が設置者に支払う金銭に関する収支等の
内容

特に、③について報告していないケースが多く見受けられます。
入居者の要望、意見を運営に反映させるよう努めてください。



非常災害対策についてです。

消防計画のみ策定し、施設の立地条件に応じた風水害、地震等の災害に対処するた
めの具体的計画を立てていないという指摘が多く見受けられました。
非常災害に関する具体的な計画については、消防計画のみならず、事業所の立地条
件に応じた風水害、地震等の災害に対処するための計画としなければなりません。
この具体的計画については、次ページで説明いたします。

なお、事業所の立地条件については、青森市ホームページにも掲載していますので、
各災害に係る青森市ハザードマップをご確認ください。



非常災害計画については、①から⑨までのような内容を盛り込んだ計画を整備する
こととされています。

計画は、必ずしも災害ごとに別の計画として策定する必要はないですが、水害・土
砂災害、地震等地域の特性に鑑みた災害に対処できるものとしてください。



非常災害計画策定後は、計画に基づき避難訓練を実施し、計画の内容を検証し、見直しを
行ってください。

今年度は、消防訓練は実施しているものの、地震を想定した避難訓練を実施していなかった
事例が多く見られました。
自力避難困難な方も多く利用されていることから、火災に対処するための避難訓練のみなら
ず各種災害に備えた十分な対策を講じる必要があります。



高齢者虐待防止対策についてです。

研修は行われているものの、職種によって対象とされていない従業者がいるといっ
た事例が見受けられました。
高齢者虐待防止の研修については、全従業者を対象として定期的に実施することと
されています。
また、実施記録を整備し、研修の受講状況や欠席した場合の個別説明の実施状況を
把握してください。

【令和６年度から義務付けられる取組】
虐待防止のための定期的な研修の実施に加え、
・虐待防止のための対策を検討する委員会の定期的な開催、その結果について
職員へ周知徹底を図ること

・虐待防止のための指針を整備すること
・上記に掲げる虐待防止のための措置を適切に実施するための担当者を置くこと



事故発生防止等についてです。

令和３年１０月から事故発生又はその発生を防止するための下記の措置を適切に実
施するための担当者を配置することが義務付けられていますので、ご担当者の確認
をお願いします。

【必用な措置】
・事故が発生した場合の対応や報告の方法が記載された事故発生の防止の
ための指針を整備すること

・事故が発生した場合またはそれに至る危険性がある事態が生じた場合に、
当該事実が報告され、その分析を通した改善策について、職員に周知徹底
を図る体制を整備すること

・事故発生の防止のための委員会及び職員に対する研修を定期的に行うこと



事故について市に報告していないケースです。

事故が発生した場合は、所定の様式により速やかに市の定める取扱要領に従い、5
日以内に原則メールにより報告してください。

ただし、重大事故又は食中毒、結核その他感染症が発生した場合には、直ちに電話
報告してください。
【重大事故】
・利用者の死亡又は命に係るような重体事故等
・利用者の行方不明
・利用者に対する虐待
・利用者又は従業者（役員を含む）による不法行為
・火災又は自然災害等による建物の損壊
・その他、事件性があるなど事業者等で必要と判断した場合

一般検査時に多く見られるのが、市への報告がなく、確認したサービス提供の記録
等から事故等の発生が判明する事例です。

今一度、青森市ホームページに掲載している「介護保険事業者等における事故発生
時の報告取扱要領」をご確認ください。



報告すべき事故の範囲については、①から⑦までのとおりです。

【特に注意すべき点】
・医師（施設の勤務医、配置医を含む）の診断を受け投薬、処置等なんらか
の治療が必要となった場合となりますので、該当になるケースがございま
したら忘れずに報告をお願いします。

・誤薬については、時間や量の誤り、飲ませ忘れ等も含みます。
・感染症等の発生状況に応じた報告が必要です。

事故報告は、事故発生状況を把握するとともに、速やかな対応と取組みを支援、促
進することにより、適切なサービス提供体制を確立し、利用者の処遇向上を図る目
的で行っている主旨を御理解の上、報告を行ってください。



重要事項の説明等についてです。

【よくある指導事例】
利用料金の記載誤りのほか、市へ定期報告している重要事項説明書を使用していな
いため、説明しなければならない項目が不足していたり、別添１や別添２の添付を
されていないことから指導となる事例が見受けられます。

入居者が介護サービスの利用を希望する場合は、「特定の事業者からのサービス提
供に限定している」又は「特定の事業者を利用してほしい」等誘導することなく、
複数の介護サービス事業所について、情報提供してください。



給食の運営についてです。

給食会議は、毎月開催してください。

検食は、必ず食事提供前に、調理者ではない有料老人ホームの従業者により、高齢
者に適した食事であるかについて検食を行ってください。

嗜好調査、残食調査等については、その結果等を栄養士が献立に反映させる等工夫
してください。

なお、給食業務を委託している場合においても、給食会議や検食、嗜好調査、残食
調査は必要です。



提供サービスに係る帳簿の整備です。

有料老人ホームが提供したサービス内容の記録においては、特変時のみ記録を作成
するのではなく、例えば、入居者から生活相談を受けたとき、夜間の状況確認など、
提供したサービスについて全て記録してください。

また、有料老人ホームのサービス提供と訪問介護事業所のサービス提供は区分し、
記録を作成してください。

記録すべきサービス内容については①から⑥までのサービスとなります。現在記録
している内容について、不足がないかご確認ください。



職場におけるハラスメント対策についてです。

【講ずべき措置】
〇職場における 「セクシュアルハラスメント」 「パワーハラスメント」
〇利用者やその家族等から受ける 「セクシュアルハラスメント」
・職場におけるハラスメントの内容及び職場においてハラスメントを行って
はならない旨の方針を明確化し、職員に周知・啓発すること。

・相談に対応する担当者をあらかじめ定めること等により、相談への対応の
ための窓口をあらかじめ定め、職員に周知すること。

【講じることが望ましい措置】
〇利用者やその家族等から受ける 「カスタマーハラスメント（顧客等からの著し
い迷惑行為）」

ハラスメント対策については、厚生労働省のホームページにマニュアル、研修の手
引き、研修動画が掲載されておりますので、ぜひご確認ください。



最後に、
指導事例から、研修の実施について多く指摘が見受けられましたので、必須となる
研修や実施頻度についてまとめました。

令和６年３月３１日まで努力義務となっているものについては、経過措置期間中は、
実施に努めることとされます。
令和６年度からは全て必須となりますので、計画的に実施してください。

受講状況が分かるよう、次ページの研修記録を参考とし記録を整備してください。

また、対象サービスについては、別紙資料１をご覧ください。



研修記録の作成例となりますので、記録の整備時の参考にしてください。

研修については参加者や実施状況を記録し、従業者の受講状況の有無を把握するこ
とも大切です。

参加者の記載のほか、欠席者についてのフォロー（いつ、誰に、どのように対応し
たか）を記録するようにお願いします。



その他として、上記の表中の項目についても、指摘が見受けられますので、ご確認
ください。



利用者に適切なサービスを提供するためには、事業者自らが自主的に事業の運営状況を点検
し、基準や指針の内容が守られているか常に確認することが必要です。

【運営状況の自主点検】
市では、サービス事業ごとに、法令、関係通知等をもとに運営上必要な事項を点検するため
の自主点検表を作成しています。少なくとも年に１度は点検を実施するようお願いします。

【一般検査における指導事例】
青森市が実施した一般検査における指導事例については、青森市ホームページに掲載し、定
期的に更新していますので、同様の事例の有無について自己点検を実施し、該当がある場
合は適切に是正又は改善するようお願いします。

また、複数の有料老人ホームの運営を行っている事業者は、指導を受けた施設の指導内容を
他の施設と共有し、同様の指導を受けることがないよう適切に是正又は改善するようお
願いします。

自主点検表、指導事例、共に青森市ホームページに掲載していますので、ご確認ください。


